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火山防災対策の推進に係る
内閣府の取組について

内閣府（防災担当）

令和４年１１月１１日
火山防災協議会に参画する火山専門家等連携会議（第７回）
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１．市町村地域防災計画等における避難計画に係る記載状況について
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⽕⼭災害警戒地域における⽕⼭防災対策の取組状況（令和４年３⽉31⽇現在）
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市町村地域防災計画等における避難計画に係る記載状況①

■活火山法第６条第１項第１、２、３、４、６号の各事項
・第１号警報等の伝達等に関する事項
・第２号避難のための措置に関する事項
・第３号避難施設・避難場所に関する事項
・第３号避難路・避難経路に関する事項
・第４号避難訓練の実施に関する事項
・第６号救助に関する事項

記載事項数の推移
○ 令和３年５月の火山災害警戒地域の

追加指定に伴い、対象市町村が１９０
市町村から２０２市町村に増加。

○ 登山者等向け（噴火警戒レベル２、３発
表時等）の対策、住民等向け（噴火警戒
レベル４、５発表時等）の対策ともに、

平成２８年以降、記載が進んでいる。

○ 登山者等向け（噴火警戒レベル２、３発
表時等）の対策については、ほぼ全て
の市町村で６事項記載されている。

○ 住民等向け（噴火警戒レベル４、５発表
時等）の対策については、８割以上の市
町村で６事項記載されている。

202※２

155※２

190※２

122※１

120※１

※１ 各年の火山災害警戒地域に指定されている市町村のうち、
火口周辺地域を有している市町村数

※２ 各年の火山災害警戒地域に指定されている市町村数

市町村数

市町村数
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２．避難促進施設の指定及び避難確保計画の作成の取組状況について
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３．各⽕⼭防災協議会等における⽕⼭防災対策の取組状況
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４．その他、内閣府（防災）の取組について
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消防庁





Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省
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気象庁における
⽕⼭防災対応⽀援の取組について

気象庁

令和４年11⽉11⽇
⽕⼭防災協議会に参画する⽕⼭専⾨家等の連携会議（第7回）
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精査済みの判定基準を公表した⽕⼭ 令和4年10⽉末現在

︓噴⽕警戒レベル運⽤⽕⼭（49⽕⼭）
噴⽕警戒レベル判定基準を公表した⽕⼭（49⽕⼭）

噴⽕警戒レベル判定基準の精査及び公表

公表年度 ⽕⼭ 公表済
⽕⼭数

平成27年度 浅間⼭、御嶽⼭、桜島

49

平成28年度
岩⽊⼭、蔵王⼭、⽇光⽩根⼭、伊⾖⼤島、三
宅島、鶴⾒岳・伽藍岳、阿蘇⼭、霧島⼭（え
びの⾼原（硫⻩⼭）周辺）※

平成29年度
アトサヌプリ、恵⼭、秋⽥駒ヶ岳、⿃海⼭、
吾妻⼭、草津⽩根⼭（⽩根⼭（湯釜付近））
※、草津⽩根⼭（本⽩根⼭）※、⽩⼭、箱根
⼭、霧島⼭（新燃岳）※、⼝永良部島

平成30年度 雌阿寒岳、⼤雪⼭、岩⼿⼭、乗鞍岳、⼋丈島、
⻘ヶ島、雲仙岳、霧島⼭（御鉢）※

令和元年度 有珠⼭、⼋甲⽥⼭、栗駒⼭、安達太良⼭、磐
梯⼭、焼岳、弥陀ヶ原、新島、神津島

令和２年度
⼗勝岳、樽前⼭、倶多楽、北海道駒ヶ岳、秋
⽥焼⼭、那須岳、新潟焼⼭、九重⼭、霧島⼭
（⼤幡池）※、薩摩硫⻩島、諏訪之瀬島

令和３年度 富⼠⼭、⼗和⽥、伊⾖東部⽕⼭群

○ 気象庁では、⽕⼭噴⽕予知連絡会「⽕⼭情報の提供に関する検討会」の最終報告に基づき、⽕⼭専⾨家及び地元⾃治体等
協議会関係機関にご意⾒を伺いつつ、噴⽕警戒レベル判定基準の精査作業を進め、精査作業が完了した判定基準について、
順次、気象庁HPで解説を付して公表しています。

○ 令和3年度、噴⽕警戒レベルを運⽤する常時観測⽕⼭（硫⻩島を除く49⽕⼭）すべての判定基準を公表しました。
〇なお、公表した判定基準は必要に応じ随時⾒直しを⾏っていきます。

※ 草津白根山と霧島山は、それぞれ公表済火山数１としてカウント 3



⽕⼭噴⽕や地震により発⽣する津波に関する情報と普及啓発

〇 気圧波以外にも、山体崩壊等の火山現象により
潮位変化が発生する場合があることから、稀な現
象に対しても、平時の普及啓発と、現象発生時の
記者会見等での丁寧な解説が重要。
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■火山活動による山体崩壊に伴う津波

■大規模噴火による気圧波に伴う津波

火山噴火 → 山体の崩壊 → 津波

火山噴火 → 気圧波の発生 → 津波

■フンガ・トンガ-フンガ・ハアパ
イ火山の噴火の衛星画像
（2022年1月15日14時00分時点：赤外画像）

■令和４年１月15日のトンガ諸島の噴
火に伴う潮位変化

潮位変化の高さ（ｃｍ）

○ 「通常と異なる変化」が観測されている状
況で、引き続き、今後の情報への注意を促
し、
住民の方々などに事前対応の必要性を検
討いただくため、
・津波の発生に関係が深い観測結果
・今後のシナリオ
・防災上の留意事項

等について、図表等を用いて丁寧に解説。

記者会見での解説（イメージ）

気圧波の到達予想時刻

火山噴火等によるさまざまな津波







文部科学省

研究開発局 地震・防災研究課
令和４年11月11日

火山防災協議会に参画する火山専門家等連携会議
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○ 最先端の⽕⼭研究を実施する⼤学や研究機関、⽕⼭防災を担当する国の機関や地⽅⾃治体などから
なるコンソーシアムを構築。

○ 受講⽣が所属する⼤学にとどまらない学際的な⽕⼭学を系統的に学べる環境を整えることで、次世
代の⽕⼭研究者を育成する。

コンソーシアム参画機関（令和4年9⽉現在）
代表機関︓東北⼤学
参加機関︓北海道⼤学、⼭形⼤学、東京⼤学、東京⼯業⼤学、名古屋⼤学、京都⼤学、九州⼤学、⿅児島⼤学、神⼾⼤学
協⼒機関︓信州⼤学、秋⽥⼤学、広島⼤学、茨城⼤学、東京都⽴⼤学、早稲⽥⼤学、富⼭⼤学、⼤阪公⽴⼤学

防災科学技術研究所、産業技術総合研究所、気象庁、国⼟地理院
協⼒団体︓北海道、宮城県、⻑野県、群⾺県、神奈川県、⼭梨県、岐⾩県、⻑崎県、⿅児島県、⼤分県

⽇本⽕⼭学会、⽇本災害情報学会、イタリア⼤学間⽕⼭コンソーシアム（CIRVULC）、
アジア航測株式会社、株式会社NTTドコモ、東京電⼒ホールディングス株式会社、九州電⼒株式会社、
株式会社建設技術研究所

フィールド実習 海外フィールド実習
（ストロンボリ⼭）

⽕⼭学セミナー

 実施内容
主要３分野（地球物理学、地質・岩⽯学、地

球化学）の専⾨科⽬の授業
⽕⼭学セミナー（⼯学、社会科学等）
フィールド実習（国内／海外）
インターンシップ 等

 平成28〜令和3年度、118名の受講⽣を受
け⼊れ、令和4年度新たに24名の受講⽣を
受け⼊れた

 令和3年度までの修了者数︓
基礎コース112名, 応⽤コース69名
発展コース7名

 令和元年度より、主に博⼠課程の学⽣を対
象とする発展コースを新設。国内外での実
践的な実習や、最先端の⽕⼭研究及び社会
科学等の講義を提供

次世代火山研究・人材育成総合プロジェクト③

◆⽕⼭研究⼈材育成コンソーシアム構築事業

< 最近の主な実施状況（令和4年9⽉現在）>
令和3年度 2⽉ ⽕⼭研究特別研修（シンガポール 南洋理⼯⼤学）

3⽉ 桜島フィールド実習
令和4年度 7⽉ ⽕⼭学実習/⽕⼭学特別実習（課題B2-2）

9⽉ 草津⽩根⼭フィールド実習

その他︓⽕⼭学セミナー（社会科学系、⽕⼭砂防 など）
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